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Ⅰ　はじめに
　法伝統に基づいた捜査中心主義を柱とする中国の裁判所の裁判には、迅速な
裁判が追求される一方で、「司法における恣意的運用」という懸念が残されて
いる。学界においては周知のところであるが、真実主義を重視しすぎた中国法
では、条文の数が少なく、しかもその多くの規定が抽象的であったため、司法
の運用において、現実には、法律によるだけではなく、最高人民法院、最高人
民検察院及び公安部（以下「三機関」と略称する）の司法解釈や規則に基づい
ていることが明らかであった。概算的な統計によると、三機関及び関連機関は、
刑事訴訟法に関する司法解釈や刑事訴訟規則、内部規定などを次々と公布し、
1300 条以上までに達したが、その一部はもはや司法解釈の範疇を逸脱してい
るだけではなく、それぞれの司法解釈や規則、内部規定の間で、いずれを優先
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に適用するかという問題も派生することとなった 1）。
　こうした状況のもとで、捜査の過程では自白の強要が多発している。中国で
は、早くも 1988 年に、『拷問及び他の残虐な、非人道的な又は品位を傷つけ
る取り扱い又は刑罰に関する条約』に加入したが、刑事司法の実務に対する不
満が存するとともに、刑事訴訟法の修正を求める声が高まっていた。かつて、
中国人民大学の何家弘博士の主導のもと、20世紀の 80年代において中国で発
生した約 100件以上の冤罪事案を研究対象として探求した結果、「自白供述を
重視し、他の証拠形式を軽視する」との欠陥が際立ったが、その中には、残虐
な拷問によって被疑者が耐えかねて自認せざるをえなかった事件が 60％を占
めていた 2）。
　これに対し、そもそも適法手続を確保し、被告人の利益を保護すべきである
刑事弁護人は、刑事法や刑事訴訟法による制約によって、弁護人の役割を順調
に果たすことができないという事態も、否定できなかった。その結果として、
中国では、全国にわたり刑事訴訟活動において弁護人の選任率は 30％未満と
なった 3）。それゆえに、ある弁護士事務所では、完全に刑事弁護業務を取り消
してしまうに至っているほどである。なるほど、刑事弁護士の就職環境の改善
が差し迫った必要とされているゆえんである。
　そこで、本稿では、中国における弁護士制度の発展を踏まえ、主として中国
の刑事弁護権の保障から見た中国司法改革の問題点に絞って、検討を試みたい。
1）　陳衛東「刑訴法修正的指導思想」法制日報 2011年 8月 24日。
2）　何家弘＝何然「刑事錯案中的証拠問題—実証研究与経済分析」政法論壇（2008年）
26巻第 2期 8～ 10頁。
3）　樊崇義『刑事訴訟法実施問題与対策』（2001年・中国人民公安大学出版会）100頁。
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Ⅱ　弁護士法の変遷 4）
　新中国の建国初期では、当時における国民六法を継受しないとの方針を受け
て、中央人民政府は、国民党の『六法全書』を廃棄した。1950年 12月になる
と、中央人民政府司法部が、『悪徳弁護士及び訴訟ゴロ事件に関する取締の通
知』（关于取缔黑律师及讼棍事件的通报）を発出し、国民政府時代からの旧弁
護士制度による弁護士を取り締まった。その上、旧制度による弁護士組織をも
解散させた。その一方で、新たな弁護士制度を模索しつつ、その創設を開始し
た。1950 年 7 月になると、中央人民政府政務院が公布した『人民法廷組織通
則』によって、「被告人の弁護権また他人を依頼し弁護を行う権利を保障すべ
きである」と定め、その後は、中央人民政府が『中華人民共和国人民法院暫定
組織条例』に関する説明においても、「当事者及びその適法する弁護人が裁判
所において充分な発言権及び弁護権を有する」と強調した。1954年になると、
被告人の弁護権が 54 年憲法において重要な位置づけ（54 年憲法 76 条）であ
るとされ、同時に登場した『人民法院組織法』が、「被告人が自ら弁護権を行
使することができ 5）、また弁護人を依頼し弁護権を行使することができる」と
規定した。しかし、1957 年の後半からの「反右派闘争」の影響を受けて、弁
護士制度も大きな衝撃を受け、1959 年に司法部が廃止され、こうした背景の
もとで弁護士制度が放置されることとなった。
　1978 年になると、中国共産党は、第十一期全国人民代表大会第三回会議に
おいて「社会主義の経済建設」を中心課題とし、その後、1979 年には、社会
主義民主化の要請として、第五期全国人民代表大会第二回会議において、前後
して『中華人民共和国法院組織法』、『中華人民共和国刑事訴訟法』（以下「79
年刑訴法」と略称する）、さらに『中華人民共和国民事訴訟法』が可決され、
4）　熊秋紅「新中国律師制度的発展歴程及展望」中国法学（1999年）第 5期 14～ 15
頁を参照。
5）　これは、いわゆる「本人訴訟」のことである。
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1980年には、第五期全国人大常務委員会第十五回において、『中華人民共和国
弁護士暫定条例』（以下「暫定条例」と略称する）が可決された。その条例は、
弁護士としての性質、任務、業務、権利、義務、資格取得条件及び役所などを
明らかにするものであった。
　1996年刑事訴訟法（以下「96年刑訴法」と略称する）は、弁護士の役割を
一層強化した上、同じく 1996年に、第八期全国人大常務委員会第十九回にお
いて、『中華人民共和国弁護士法』（以下「96 年弁護士法」と略称する）が可
決され、同法が、弁護士の性質、従業条件、弁護士事務所、業務、弁護士の権
利及び義務、法律援助、弁護士協会、そして弁護士の法律責任等を全面的に規
定した。
　以上にみた司法の施行経験の積み重ねを踏まえ、かつ、市場経済の発展によ
って生じた新たな問題等を考慮に入れて、それらの形勢に適応させるため、
2007 年 10 月 28 日に中華人民共和国第十期全国人民代表大会常務委員会第三
十回会議で『中華人民共和国弁護士法』（以下「07 年弁護士法」と略称する）
が可決され、翌年 6 月 1 日に施行されることとなった。同法案は、弁護士従
業許可制度、弁護士事務所の組織形式、訴訟活動における弁護士の権利保障、
弁護士の違法行為の処罰及びその業務に対する監督管理など四つの方面を改正
した。
　2012 年刑事訴訟法（以下「現行法」と略称する）では、弁護士依頼の第一
回目の繰上げ、無償法律援助制度の強化、弁護士の接見交通権及び事前閲覧権
などの諸点が見直された。それと連動して、2012 年 10 月 26 日第十一期全国
人民代表大会常務委員会第二十九回会議で二回目の修正がなされた。
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Ⅲ　弁護士の選任制度について 6）
１　弁護人の委託
　79 年刑訴法は、被疑者・被告人は自ら弁護権を行使するほか、弁護士、人
民団体または被疑者・被告人の所属単位が推薦する公民、または人民法院の許
可を受けた公民、そして被疑者・被告人の近親者及び監護人を依頼することが
できると定めた（26 条）。これに対し、96 年刑訴法は、まず、被疑者・被告
人は弁護権を自ら行使するほか、一人ないし二人の弁護人を依頼することがで
きる、と規定する。次に、弁護人の適格について、「人民法院の許可を受けた
公民」との規定を削除し、被疑者・被告人の友人も弁護人を担当することがで
きることを認める（32 条 1 項）。最後に、「現に刑罰を受けている者又は法に
より人身の自由を剥奪され若しくは制限されている者を、弁護人とすることは
できない」とする規定を付け加えた（同法 2項）。現行法は、96年刑訴法の内
容を踏襲するが、弁護人依頼権の保障時期の繰上げ、被疑者への弁護人依頼権
の告知義務を新たに追加している。
　すでに検討したとおり、中国では、弁護権の行使について、「自弁」（自ら弁
護権を行使する場合）及び弁護人依頼の二種類が含まれている。弁護人の適格
について言えば、①弁護士、②人民団体または被疑者・被告人の所属単位が推
薦する者、被疑者・被告人の後見人、③親族及び友人である。そのほか、96
年刑訴法司法解釈と現行刑訴法司法解釈と両方とも、（一）刑罰を受けている
者若しくは執行猶予期間内、仮釈放期間内のある者、（二）法により剥奪され、
6）　刑事訴訟法条文の訳文については、1979年刑事訴訟法は、平野龍一＝浅井敦（編）
『中国の刑事法と刑事訴訟法』（1980年・東京大学出版会）を、1996年刑事訴訟法は、
松尾浩也＝田口守一＝張凌（共訳）『中華人民共和国刑事訴訟法全訳』ジュリスト
No.1109（1997 年）62 ～ 83 頁を、2012 年刑事訴訟法は、松尾浩也＝田口守一＝金
光旭＝小川佳樹（共訳）法務省大臣官房司法法制部刊行を、それぞれ参照。
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自身に自由制限がある者、（三）民事無行為能力、制限ある民事能力者、（四）
人民法院、人民検察院、公安機関、国家安全機関、監獄に現在従事している者、
（五）人民陪審員、（六）本件裁判結果と関連のある者、（七）外国人若しくは
無国籍人、これらは弁護人を担当することができない、と規定する。ただし、
（四）～（七）の状況については、被告人の後見人である限り、弁護人を担当
することが許可できる。
２　弁護士の資格
　1980 年『暫定条例』第 8 条によると、中華人民共和国を熱愛し、社会主義
制度を擁護し、選挙権及び被選挙権を有する公民が、以下に記載する条件を満
たす場合、検定を経て弁護士資格を取得することができ、また弁護士を担当す
ることができる。（一）大学（専門学校）等の法律科から卒業し、かつ 2年以
上の司法実務、法律教育若しくは法律研究の経験を有する者、（二）法律専門
訓練を受けて、かつ人民法院裁判員、若しくは人民検察院検察員を担当する者、
（三）高等教育を受けて、経済・科学等に関する業務 3年以上を従事し、自分
の専門分野及びその関連する法律、法令に精通し、かつ法律専門訓練を経て、
弁護士業務の仕事に適合する者、（四）そのほか、同条（一）項若しくは第
（二）項に記載する人員の法律専門水準を備えて、法律専門訓練を経て、弁護
士業務の仕事に適合する者。他方で、第 10 条の後段は、「…人民法院、人民
検察院及び人民公安機関の現職人員は弁護人を兼任してはならない」と定めた。
第 11条によると、大学（専門学校）等の法律分野専門の卒業者若しくは法律
専門訓練を受ける人員は、省級、自治区、直轄市司法庁（局）の検定を経て批
准される者が、実習弁護士と担当することができる。実習期限が 2年となり、
実習期限が満たす者は、同条例第 9条に規定する手続に照らし、弁護士の資格
を授与する。検定に合格しない者が、実習期限が延長することができるとした。
　また、96 年弁護士法第二編「弁護士従業資格」第 5 条は、弁護士が業務に
従事するには、弁護士資格を取得し、かつ従業証明書を入手しなければならな
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いとした。第 6条は、大学法律専門以上の学歴若しくは同等な専門水準を持つ
もの、および高等学校の他の専攻から卒業して本科以上の学歴を持つもので、
国家統一弁護士資格試験に合格したものは、国務院司法行政部門によって弁護
士資格を授与すると規定した。ただし、第 7条によると、大学法学本科以上の
学歴を持ち、法律研究、教育等専門仕事に従事し、高級官職若しくは同等な専
門水準が備わっている人員は、弁護士従業資格を申し込む場合、国務院司法行
政部門の審査手続を経て批准することができ、弁護士資格を授けることができ
るとされた。弁護士従業証明書の申請条件として、中華人民共和国憲法を擁護
し、（一）弁護士資格を備えるもの、（二）弁護士事務所に 1年の実習を立つも
の、（三）品行が良好であるものと定めたが、第 9条にいずれに符合する場合、
（一）無民事行為責任者若しくは制限ある民事行為責任者であるもの、（二）刑
事処罰を受けるもの、ただし、過失犯は除外する、（三）公職から除名したも
の若しくは弁護士従業証明書を取り消したもの、弁護士従業証明書を授与する
ことができないと定めた。そして、現在は、国家公務員であるものが弁護士を
兼任してはならず、弁護士として、各級の人民代表大会常務委員会の構成員の
間、業務を執り行ってはならないとした。
　それ以来の二回目の改正は、以上の内容をほぼ維持している。
３　法律援助制度
　96年刑訴法では、いわゆる「指定弁護士」制度が創設された。これにより、
公訴人員が公訴を提起する時は、被告人は「経済的な困難またはそのほかの理
由によって弁護人を依頼していない」場合、人民法院の裁量により、法律援助
義務を負う弁護士を指定することができるとし、被告人は「盲、聾、唖または
未成年」及び最高刑は「死刑を課せられる可能性」のある場合、必要的に、法
律援助を提供することとした。
　これに対し、現行法は、法律援助制度について以下のように改正を加えてい
る。
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　まず、法律援助の適用範囲を拡大した。①法律援助が適用される刑事手続段
階を、公判段階から捜査及び起訴段階へと繰り上げることは、「被疑者は、捜
査機関による第 1回の取り調べの日または強制措置が行われた日から、弁護人
を依頼する権利を有する」規定と合致するものとなる。その必要的対象として、
②「限定責任能力者」及び、従来の「死刑が科される可能性のある者」に加え
て「無期懲役者を課せられる可能性のある者」を付け加えた。このことは、相
当と認められる。
　さらに、被告人の弁護人依頼権について、2012年 11月 5日に最高人民法院
審判委員会第 1559回会議で可決された「最高裁による『中華人民共和国刑事
訴訟法』の適用に関する解釈」（以下 2012 年刑訴法司法解釈と略称する）43
条によると、以下のいずれかの状況に満たすことが認められれば、人民法院は
法律援助機構に通知し、法律援助機構が弁護士を指定して派遣することができ
る。
　①共同犯罪事件において、そのほかの被告人が弁護人を依頼している者。
　②重大な社会的影響のある事件。
　③人民検察院が公訴を行った事件。
　④当該行為が犯罪構成要件を満たさない可能性がある者。
　⑤弁護士を指定して派遣し弁護を提供するほかの状況を満たす者。
　次は、法律援助を提供する機関の変容である。96年刑訴法 34条、および最
高人民法院が公布された当時司法解釈 39条により、いわゆる指定弁護人の担
当者は、法律援助義務を負うべき弁護士に決められている。では、被疑者、又
は被告人が経済的な困難又はその他の理由によって弁護人を依頼していないと
きはどうであるかというと、その場合は、本人及びその近親者は、法律援助機
構に弁護人を申請することができる。法律援助機構は、法律援助の要件を満た
す者について、弁護士を指定し、その者に弁護を担当させる者とする（現行法
34条 1項）。必要的援助の対象となる①「盲、聾、唖または未成年」である者、
または②「自らの行為を弁識し若しくは制御する能力を完全に喪失していない
精神障害者」、及び「死刑又は無期懲役を科せられる可能性である者」であっ
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て、弁護人を依頼していないときは、裁判所、検察及び警察の通知に基づいて、
法律援助機構がその者のために弁護士を派遣させ、弁護を担当させなければな
らないとされている。
 ４　弁護人の変更と弁護人選任権の放棄
　79 年刑訴法では、裁判の過程において、被告人は弁護人の弁護を引き受け
ることを拒否することも、また別の弁護人に弁護を依頼することもできる（法
30 条）とし、96 年刑訴法も現行法も、これを維持した（96 年刑訴法 39 条、
現行 43条）。
　しかし、1996 年に公布された最高人民法院の『中華人民共和国刑事訴訟法
を執行する若干の問題に関する解釈（試行）』に関する司法解釈 36条によれば、
「盲、聾、唖または未成年」、及び最高刑が「死刑を科せられる可能性」のある
場合、指定弁護人を提供しなければならず、同司法解釈 37条によれば、被告
人は自ら弁護権を行使し、人民法院が指定した弁護人を固く拒絶するときは、
人民法院の裁量により許可することができ、また書類に記録すると規定した。
被告人が、「盲、聾、唖または未成年」であっても同様に適用することとされ
た。
　2012年刑訴法司法解釈 45条は、被告人は法律援助機構が派遣した弁護士を
拒絶し、また自ら弁護権を行使することを肯定し、また、被告人は法律援助機
構が派遣した弁護士を拒絶するときは、必要的な援助とする状況を満たす場合、
人民法院がその原因を究明しなければならず、正当な理由があれば許可すべく、
被告人は改めて弁護人を依頼する必要がある、とする。また、被告人は新たな
弁護人を依頼することがない時は、人民法院は 3日以内に書面で法律援助機構
を通知し、そのために法律弁護機構は改めて弁護士を派遣し弁護を提供しなけ
ればならないと規定する。特筆すべきこととして、同司法解釈 42条後段にい
う省級裁判所が受理した死刑照会事件の手続については、被告人は、弁護人を
依頼することがない場合において、人民法院の自由裁量により、法律援助機構
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に通知し、法律援助機構は弁護士を派遣し弁護を提供することができるとされ
ていることが挙げられる。ただし、最高裁が受理した死刑照合事件の手続につ
いては、被告人の弁護権を認めるかどうかに関して、確定的見解は確保されて
いない。
５　今後の課題
　刑事事件における弁護人の選任率が 30％未満という現状を踏まえるならば、
必要的援助の範囲をさらに拡大するとともに、任意的援助の認定基準について
も緩和させていくことが望ましく 7）、それとともに、世間一般に向けた法制度
の宣伝にも努めなければならないと思われる。この点については、いわゆる弁
護士の使命は、基本的人権を擁護し、社会正義を実現することとし、刑事事件
において、被疑者若しくは被告人の利益を確保し、刑事訴訟活動の全過程にお
いて、非人道的な拷問の禁止や適法手続の確保を実現し、争いのある事実をめ
ぐって弁護を行うことを強調する必要がある。
　理論的には、弁護士の存在意義は、司法の監督員として訴訟活動の全過程を
監視し、罪を犯した者に対して、法的な懲罰を逃れるわけではなく、捜査段階
における違法収集手段を抑制した上、裁判をするにあたり量刑判断に資する意
見を述べるべきことにあると考えられる。無垢を処罰してしまう冤罪事件が起
こることを防ぎ、行きすぎた刑罰が科されたり、違法な手続が見逃れたりしな
いように、弁護人を介入させることで、被告人の立場に立ちながら、専門知識
の適用、証拠の提出また合理的な推理などの手段を講ずることによって、より
人権擁護及び社会の正義の効果を実現するための存在にほかならない。
　しかし、国民性に根ざした法文化によって、中国では被疑者若しくは被告人
の、弁護人に対する信頼感がかなり低いと評価する余地が十分にあるように思
7）　金光旭「中国の視点からみた中国刑事訴訟法の改正」刑事ジャーリスト No.35
（2013年）10頁。
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われる。そうであるがゆえに、弁護士は、世間一般また委託人（被疑者、被告
人）からの頑強な抵抗に遭うことがよく見られる。かつて、中国社会科学院の
冀祥徳博士は、山東省煙台市にある三つの刑務所の受刑者を対象として、アン
ケート調査という形で調査研究を実施した。その調査対象となった 303 人の
中に、刑事訴訟活動において弁護人が信用できると思う人は 61 人にすぎず、
20.13％を占めるに留まっていた。また、弁護人の役割に効力がないと思う人
は 25人であり、全体の 8.25%を占めていた。しかし、弁護士がない場合より
弁護士がいたほうがいいが、それが主として自身と親族に頼りになりうると思
う人は、217人であり、全体で 71.62%を占めていた 8）。
　この調査を通じて、被疑者または被告人は、弁護士制度に詳しくない世間一
般と同じであって、自分の権利と義務、手続価値、そして弁護士の品質及び役
割についての認識が十分でないことが明らかとなる。したがって、これらの問
題の改善を一層図っていくことを期すべきであるように思われる。
Ⅳ　弁護人の権限の変容
１　弁護人介入時期の繰上げ
　79 年刑訴法のもとでは、被告人は公判の段階に至って、初めて弁護人を依
頼することができるとした（110 条 2 項）。これに対し、96 年刑訴法 33 条 1
項前段は、「被疑者は、捜査機関による第一回の取調べの後、又は強制措置を
された日から、法律の相談、申し立て及び告訴の代理のために、弁護士を依頼
することができる…」と規定した。また、起訴段階においては、被疑者は、①
公訴事件の場合は、事件が起訴審査に移送された日から弁護人を依頼すること
ができ、②自訴事件 9）の場合は、いつでも弁護人を依頼することができるとし
8）　冀祥徳「中国刑事弁護本体省思」中国司法（2005年）第 6期 9頁。
9）　日本でいう「親告罪」に類似する概念である。
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た（33条）。
　「国家の秘密に関わる事件」（96年刑訴法 96条）に該当するときは、自由裁
量により許可することができるとされたが、現行法では、これを削除し、すべ
ての事件について弁護人を依頼することができることとなった。
　続いて、ア）被疑者は「捜査機関による第一回の取調べの後、又は強制措置
をされた日から弁護人を依頼する権利」を明らかにし、イ）捜査段階において
弁護士を依頼することができるに過ぎないとしつつ、ウ）被告人として、いつ
でも弁護人を依頼する権利を有すると規定した（現行法 33条 1項）。さらには、
捜査段階での弁護人依頼権の告知義務が不明であったことに対し、現行法はそ
れを新たに追加した（同法 33条 2項）。
　最後に、弁護士である弁護人は、捜査段階において、被疑者のために、①法
律援助、②強制措置の変更、③被疑者に係る罪名及び事件に関する事情の照会、
及び④意見提出などの権限を付け加えている（同法 36条）。
２　接見交通権と閲覧権
　79 年刑訴法 29 条において、「弁護にあたる弁護士は当該事件の資料を閲覧
し、事前に内容を調べることができ、拘禁されている被疑者・被告人に接見し、
通信することができる」とし、その他の弁護人は人民法院の許可により上記の
権限が保障できると定めた。しかし、同法 110 条 2 項により公判段階に限っ
て行うことが可能となった結果、公判前準備が不足するという懸念が生じうる
ことに対し、96年刑訴法は、「公判の段階までから捜査機関による第一回の取
調べの後、又は強制措置をされた日」へ繰上げ、また、起訴段階では、「弁護
士である弁護人は、人民検察院が起訴審査を開始した日から、当該事件の訴訟
書類、技術的鑑定資料を閲覧し、抜書きし、複写することができ、また、拘禁
されている被疑者に接見し、通信することができる」（36条 1項）と規定した。
　それにもかかわらず、同法 150 条によれば、人民法院は、公訴提起が提起
された事件を審査する際には、ただ起訴状、証拠の目録、証人名簿及び主な証
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拠の複写文書または写真などだけを提供した。そして検察側により提供された
証拠は、主に有罪証拠と重罪証拠（加重処罰を根拠づける証拠）であったが、
無罪証拠と減軽証拠などの証拠はほんとんど提供されることがなく、刑事弁護
士として強い関心を持つ証人証言にも、ほとんど触れていなかったことが顕在
化していた。
　公判の段階では、「弁護士である弁護人は、人民法院が事件を受理した日か
ら、当該事件の訴訟書類、技術的鑑定資料を閲覧し、抄録し、複写することが
でき、また、拘禁されている被疑者に接見し、通信することができる」（36条
2項）と規定された。その上、弁護士でない弁護人は、人民検察院若しくは人
民法院の許可を受け、上述の権利を有するとされた。ただし、96 年刑事訴訟
法 96条は、国家秘密に関わる事件につき、捜査機関による許可が必要とされ
たが、いわゆる「国家秘密に関わる」事件は、その対象として曖昧であるとい
う問題が残った。
　現行刑訴法は、「国家安全に危害を及ぼす犯罪、テロ犯罪または特に重大な
賄賂罪にかかる事件」について、弁護権を制約する規定をも維持した（37 条
3 項）。しかし、現行法における「国家の安全に危害を及ぼす犯罪」の概念は
不明であり、この概念が拡大解釈されて、接見交通権の許可制の対象事件が拡
大すれば、96 年法の弁護権の許可制に逆戻りする恐れが生じうると言えよ
う 10）。　
　学界では周知のところであるが、長期にわたり存在した、いわゆる「会見
難」、「閲覧難」という司法実態に対して、接見交通権については、①弁護士以
外の弁護人も、裁判所また検察の許可を経て、拘禁されている被疑者と被告人
と接見し、交通することができる（37条 1項後段）。②弁護士である弁護人は、
拘禁されている被疑者または被告人と被告人と接見し、交通することができ、
被疑者または被告人との接見を求めた時は、弁護士の身分証明書、弁護士事務
10）　田口守一「日本から見た中国新刑事訴訟法」刑事ジャーリスト No.35（2013年）
20頁。
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所の証明書及び依頼書または法律援助機構の公文書をもって、留置施設の職員
は速やかにその接見を手配しなければならず、遅くとも 48時間を超えてはな
らない（37条 1項前段、同条 2項）。③弁護士である弁護人は、拘禁されてい
る被疑者または被告人と接見するに際して、事件の内実、法律上の助言との権
限があり、その事件が起訴審査に移送された日から手持ち証拠を照合すること
ができるに至っている。また、弁護士による被疑者または被告人との接見は監
視されないとした。さらに、④居住監視されている被疑者または被告人と弁護
士である弁護人との接見及び交通について、同法 37条第 1項、第 3項、及び
第 4項の規定を準用する。閲覧権については、弁護士である弁護人は、検察が
事件の起訴審査を開始した日から、当該事件の記録を閲覧し、抄録し、謄写す
ることができる。弁護士でない弁護人も、裁判所または検察の許可を経て、上
述の権限を有する（38条）。
３　今後の課題
　現行法は、弁護人は、捜査又は起訴審査の期間において、警察又は検察が収
集した被疑者又は被告人の無罪又は軽い罪を証明する資料が提出されていない
と認めるときは、裁判所又は検察に対しこれを取調べるよう請求することがで
きる（39 条）とする異議権、アリバイ、刑事未成年又は刑事責任を負わない
精神障害者であること証明する証拠を収集したときは、速やかにその旨を警察
又は検察に告知しなければならないとする告知義務を新設している。しかし、
現行法において、弁護人である弁護士は、独自の証拠収集権について、ほぼ同
じような制約を加えられた。すなわち、当該事件に関する資料の収集が図られ
るよう①証人又はその他の関係する組織体と個人の同意、また②検察又は裁判
所の許可を受け、被疑者若しくはその近親者又は被害者の指定する証人の同意
を前提としている。
　それに伴い問題となるのは、弁護人である弁護士が証拠収集する時には、仮
に、司法機関の許可を受けない、若しくは証人、被害者の指定する証人の同意
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を受けないとすれば、弁護人である弁護士の証拠収集権は、ただ有名無実の如
き存在であるにすぎないことになりかねないということである 11）。逆に、ひと
たび弁護人である弁護士に独自の証拠収集権を委ねると、被害者、証人ないし
それらの近親者たちには、当該事件における被疑者または被告人から、事前脅
迫・事後復讐を受ける恐れが生じうる。
　それを踏まえると、弁護人である弁護士の独自の証拠収集権、被害者、証人
及び関係者の生命、身体、名誉、プライバシーの侵害等の弊害発生の有無等諸
般の事情を総合的に考慮してなされるものであり、犯罪による再被害防止、弁
護士の独自の証拠収集権を確保するという要望に応えるため、そういったバラ
ンスを図りつつ、法改正においてより一層の明文化をすることが求められてい
る。
　また、弁護人の閲覧権の柱のもう一つをなすのが、被疑者・被告人による閲
覧権の取り扱いについて、法的根拠を援用することである。現行法は弁護人の
閲覧権・接見交通権の確保を通じて被疑者・被告人の閲覧権を間接的に確保し
ているが、ただし、弁護人である弁護士の、被疑者・被告人と手持ち証拠の照
合の手続については、学界では掘り下げて論じられることはない 12）。つまり、
被疑者・被告人は、自ら当該事件の記録を閲覧し、抄録し、謄写することがで
きないため、被疑者・被告人の閲覧権は、それらが依頼される弁護士とは比べ
ものにならないと考えてよい。被疑者・被告人が閲覧できるものとしては、そ
の弁護士が持ってくる公文書に限られるのが通例である。
　この問題については、弁護士と被疑者・被告人と接見するにあたり、どのよ
うな証拠が照合すべきものであり、どのような手続で取り扱うのか、という疑
問を抱えることになる。刑務官の見解によれば、いわゆる照合すべき証拠とは、
当該事件に関して争いを生じさせる可能性がある証拠に限られることになる。
手持ち証拠を照合するにあたり、弁護士が公文書を読み上げたり、物語ったり
11）　冀・前掲（8）論文 14頁を参照。
12）　陳瑞華「論被告人的閲覧権」『当代法学』（2013 年）第 3 期 128 頁以下の内容を
参照。
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するという形で行うのみならず、被疑者・被告人自ら読むことができるとした。
だからこそ、刑訴法は被疑者・被告人へ閲覧権を委ねることなく、それらは弁
護人である弁護士の手持ち証拠の一部が照合できるという取り扱いがなされて
いる。
　これに対し、弁護側は、被告人の弁護権を可能にするための保障に必要とさ
れるという見解から切り込むと、被告人にとって十分な準備を行うことの重要
性が意識され、当然の閲覧権を享有すべきものであり、それを正当化する、法
的根拠が認められていた 13）。また、裁判にあたり、被告人が自身で経験したこ
とを陳述する時、弁護人である弁護士は、被告人に代わって陳述することがで
きないため、公判前整理手続での弁護士の関与は、被告人の弁護権を保障する
ために重要な手続の一環として考えられている。それゆえ、弁護人である弁護
士と手持ち証拠の関係について、一方では、現行法に基づく接見交通権と閲覧
権の明文化を前提としつつ、弁護人である弁護士にとって、被疑者・被告人の
意思による手持ち証拠は、必要的に、全部の公文書であることは間違いがない。
ただ、もう一方では、接見交通権の秘密性という要請に応じて、弁護人である
弁護士に、どのような証拠の照合を許すか、どのような形で行うか、刑務官は
そういった全過程を監視される権限はありえない、とする考え方に立脚してい
る。
V　現段階での改革の問題点　
　すでに見たように、中国における弁護士制度の沿革に鑑みると、現行法の下
では、総じて大きな進歩を遂げたが、依然として近代文明国家との間に大きな
ひらきが存在している。引き続き、司法面においてかなり改善すべきところが
あるため、単なる一つの切り口から取り掛かって解決するわけではないように
13）　現行法 43条によれば、「被告人は、裁判の過程において、弁護人の弁護の継続を
拒否することができ、また、別の弁護人を依頼することができる」とし、被告人の
独自な弁護権を行使することができると理解されている。
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思われる。伝統的法思想に基づく、捜査と公判を一体とする捜査中心主義から、
人権を念頭に置く適正手続保障の理念を掲げながら、捜査と公判を分断して、
当事者双方の平等の地位を強調される公判中心主義に転換していくことが、今
後、中国司法改革面において避けられない長期的課題であると予想される。
　そういった課題について、網羅的な検討が進められていくと、なるほど中国
の現状の原点に立ち戻って考え、中国の国情に適応する道を模索し、司法改革
の解決策に役立てることを目的とし、また刑事司法の適正かつ円滑な運営を確
保することによって、法全体における整合性が求められ、それらを連動して一
斉に改正がなされるという帰結が導き出される。
１　違法収集証拠排除原則
　従来の中国刑事訴訟法では、違法な証拠収集による法的効力をめぐって、学
説の見方は異なり、「違法手段」を「証拠」と区別して、手段が違法であるか
らといって、客観的証拠の証明する効力を否定することはできないとする「肯
定説」と、「拷問による自白の強要ならびに脅迫、誘引、欺瞞またはその他の
違法な方法による証拠収集を厳禁する」ものとして、違法な手段を用いて収集
された証拠能力をもたず、調査を経て事実であることが証明されたとしても、
証拠利用として使用することができないとする「否定説」とが対立する 14）。ま
た、違法な手段をもって収集されたものは、真相解明の証拠の「手がかり」に
過ぎないとして認められ、それを証拠に転化させるなら、合法的手続を通じて
改めて証拠取集を行い、調査実証を経て効果的に利用していくことが考えられ
る 15）。
　1996 年に最高人民法院が公布した『中華人民共和国刑事訴訟法を執行する
若干の問題に関する解釈（試行）』58 条、1997 年に最高人民検察院が採択さ
14）　程栄斌＝王新清＝甄貞『中国刑事訴訟法の理論と実際』（2003 年・成文堂）215
～ 216頁を参照。
15）　程・前掲（14）書 216頁。
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れた『人民検察院が中華人民共和国刑事訴訟法を実施する規則（試行）』233
条に基づくと、原則として捜査人員は、違法な方法で獲得された被告人の供述、
被害者の陳述、証人の証言は排除すべきものとして取り扱うものの、違法な方
法で収集された非供述証拠の証拠能力については全く言及していない。
　また、2010 年に最高人民法院をはじめとする五つの部門 16）が連携して公布
した『死刑事案を処理する証拠を審査し判断する若干の問題に関する規定』と
『刑事事件を処理する違法証拠を排除する若干問題に関する規定』（以下「両証
拠規定」と略称する）を総じてみれば、①違法な手段をもって獲得した供述証
拠の内包と外延、②適正手続の枠内に取り調べの発動及び証明責任の帰結、ま
た、新たな形勢の発展に応じて、③証拠種類の拡充、④違法収集排除規則の排
除する範囲は、違法手段をもって収集された供述証拠だけでなく、書類、物証
にも及ぶ、という枠組を明文化した上、裁判の際に、証人、鑑定人及び捜査人
員による出頭証言を規定するとともに、違法証拠排除の具体的な取り扱いに関
してもさらに明らかにした。しかし、違法手段によって得られた証拠の派生的
証拠の証明力の有無について、この規定は及んでいなかったことになる。
　違法収集証拠の排除基準として、人権保障という要請に応えるように、日本
の学説は、a）憲法上にいう基本権の侵害があれば証拠を直ちに排除すべきも
のであり、端的に手続の違法の有無のみを基準とする「絶対的排除説」（強制
的排除）、と、b）司法に対する国民の信頼の確保の観点と違法捜査の抑止に
基づく、証拠収集の違法性の程度や抑止効果等を総合的に判断する「相対的排
除説」（自由裁量による排除）とに分けられる 17）。「両証拠規定」の趣旨を踏ま
えると、中国では、両方とも結合して取り扱う、という枠組が設けられてい
16）　五部門は、最高人民法院、最高人民検察院、公安部、国家安全部及び司法部を指
す。
17）　前田雅英・星周一郎『刑事訴訟法判例ノート〔第 2版〕』（2014年・弘文堂）347
頁を参照。また、陳瑞華「非法証拠排除規則的中国模式」『中国法学』（2010年）第
6期 34頁を参照。
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る 18）。具体的な運用としては、以下のとおりである。
　一、非人道的な拷問、自白強要、国際人権規約の趣旨を潜脱しようとする重
大な違法があり、著しく刑事司法の人道性、公正さに影響を及ぼすに至ってい
るものとして、強制的に排除すべきであるものとされる。
　二、違法性の程度、侵害された利益、惹起させた結果が重大でなく、一般的
な違法行為に該当する時、あるいは、法律規則に悖るものではなく、被疑者・
被告人へ著しく侵害がない限り、罪証隠滅、捜査の必要性、緊急性などを総合
的に配慮し、合法的な手続に則る補充捜査を経た上、裁判所の自由裁量に委ね
ることとされる。
　すでに示唆されたように、「両証拠規定」には、強制的排除に関する適用範
囲について、ある程度の留保が残されていた。自由裁量の排除を適用する場合、
裁判官は、①違法収集の性質および違法の程度、②違法収集行為は重要な法律
規則に違反することの有無（とりわけ法律が確立された禁止原則）、③違法収
集行為によって被疑者・被告人にとってそれら自体の重要な利益への侵害の有
無、④当該証拠の採用は当該事件に関連する程度、⑤当該証拠の採用が司法の
公正への影響をもたらすか、⑥犯罪自体の重大性・嫌疑の強さ、⑦違法収集さ
れた証拠が唯一のものであるかどうか、若しくは別途の方法を講じて獲得でき
るかどうか、⑧瑕疵ある証拠であれば、タイムリーな処置を採ったかどうかな
どの要素を総合して比例的に判断すべきであるように考えられる（比例原則）19）。
　ただし、目下、念頭に置くべきものの一つとして、取り調べにあたり、任意
捜査と強制捜査の限界が不明であり、強制捜査による令状主義の形骸化という
問題が生じていたことが挙げられる。もとより現行法によれば、令状発付の権
限は、逮捕令状のみを検察側に委ね、それ以外の権限はもっぱら捜査機関に属
すると定めたため、捜査手段の相当性についてはまた検討する余地のあること
が認められ、将来的に令状発付権限の転嫁が問題とされている。もう一つは、
18）　陳・前掲（17）論文 35～ 37頁以下の内容の一部も参照。
19）　陳・前掲（17）論文 37頁を参照。
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取り調べを行う際、社会通念上ないし国際通則上でどのような方法、またどの
ような形で行うことが許容できるか、法律上の規定が不明であり、たとえ、長
時間の取り調べの違法性の有無 20）、一日中に取り調べの回数、手錠をかけたま
ま捜査の違法性など、という一連の課題が残されている。
２　無罪推定原則と黙秘権
　無罪推定原則は、現代法治国家で適用されている重要な原則の一つと言える。
「市民的及び政治的権利に関する国際規約」14 条 2 項によると、「刑事上の罪
に問われているすべての者は、法律に基づいて有罪とされるまでは無罪と推定
される」と定めている。しかし、中国では、明文で規定されていないが、これ
をめぐって、学界においても激しい議論が展開されている。
　肯定説は、96年刑訴法の改正を契機として、法 12条の「人民法院の法によ
る判決を経ないうちは、何人に対しても有罪を確定することはできない」と、
法 162 条 3 項の「証拠が不十分で被告人が有罪であると認めることができな
いものについては、証拠が不十分で無罪の犯罪が成立しえないという無罪の判
決をしなければならない」などに照らせば、中国では、無罪推定原則の確立が
認められていることになる。しかし、96 年刑訴法は、無罪推定原則に関する
配慮は、公判段階にとどまって、むしろ、公判前の手続に関しては触れていな
いものと言わざるをえなかった 21）。
　これに対し、否定説は、公安機関、人民検察院および人民法院は、刑事訴訟
法を行う際、実事求是的な原則を基礎とするという指導思想に従い、無罪推定
20）　現行法 117 条 2 項によれば、召喚または連行による身柄拘束の時間は、12 時間
を超えてはならない。重大で複雑な対象事件は、24時間を超えてはならない。また
同条 3項によれば、連続的な召喚または連行による身柄拘束の禁止、及び被疑者の
飲食の給与及び必要な休憩時間の保障を規定する。
21）　樊崇義・劉濤「無罪推定原則滲透下偵査程序之架構」社会科学研究（2003 年）
第 2期 81頁を参照。
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原則というものは、中国の「事実を根拠し、法律を準拠としなければならな
い」との基本理念を両立しえないと言わざるをえないであろう、とする 22）。
　筆者には、無罪推定原則は、全く孤立した一つの原則ではなく、刑事訴訟法
制度における諸々の問題と密接に結びつくものとして評すべきであるように思
われる。つまり、いわゆる無罪推定原則とは、①検察側が被告人を起訴するに
あたり、当該事件に関連するすべての犯罪構成要件、因果関係、違法性などを
証明する責任があること、②被告人は自己無罪を証明する責任若しくは義務が
ないというより、むしろ自己無罪を証明するのは正当な権利と言わざるをえず、
たとえ検察側の証明力が薄い、あるいは、当該事件と関係がないと思えば、回
答拒否する権利を享有すること、③裁判官としては、当該事件に関するすべて
の証拠を聴取した後でのみ決すべきものであり、その判断結果として合理的な
疑いを排除できない場合、被告人に無罪を言い渡しなければならないと考えら
れる 23）。
　それにもかかわらず、無罪推定原則と密接に結びつく黙秘権については、
2012 年刑訴法が制定される前には、旧刑訴法若しくは各回の憲法修正におい
て、明らかにされてこなかったことに争いはない。しかしながら、その解釈論
から見た正当性は、憲法（現行憲法は 2004年憲法である）33条による言論の
自由、33条 2項による法の下で、何人でも平等であること、39条による人格
尊厳を侵してはならないこと、及び 125 条後段被告人弁護権の保障などの諸
点に求められていた 24）。
　2012年に改正された刑訴法第 50条において、自白強要の禁止という条文が
追加されたとは言うものの、とりわけ自白強要の禁止と黙秘権と同一視すべき
であるかどうかについては、まだ棺を蓋いて事定まっていないが、自白強要禁
22）　龍宗智・楊建広『刑事訴訟法』（2003年）高等教育出版社 109～ 110頁。
23）　孫長永「沈黙権的是非之争与正当根拠（下）」現代法学（2001 年）8 月第 23 巻
第 4期 58頁を参照。
24）　殷嘯虎・房保国「我国憲法応明確規定沈黙権」法学論壇（2001年）3月 5日第 2
期 18～ 19頁を参照。
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止の確立は黙秘権制度の基本形式の一つをなすべきものであり、中国の司法改
革のまた一つの一里塚として考えられている 25）。ただし、被疑者には真実供述
義務が留保されている（現行刑訴法 118条 1項後段）。この点は、将来の司法
改革において再び検討を加える余地があるように思われる。
　建国以降の中国では、国際や国内の複雑な環境のもとで、長期にわたり刑事
事件が頻発しており、司法資源が不足しているという事態に直面している。こ
うした状況を踏まえると、国民感情から実体的正義を徹底させていくことや司
法の効率化の追求という要請に応えるような「自白すれば軽く処罰し、拒めば
厳しく処罰する」という刑事政策は、立法当局の重要な駆け引きの一つをなす
べきものであるように思われる。
　2016年 7月 22日に、中央全面深化改革領導班組織第 26回会議においては、
『罪を認めて処罰されることを承知する寛大な措置の改革試験点に関する方案』
（以下『方案』と略称する）が可決され、同年 9月 3日に、全国人大常員会は
最高人民法院、最高人民検察院を全国範囲内で十八の城市にわたってその『方
案』を行き渡せる権限を授けることが決められた。そして、それに続いて、同
年 10 月 10 日、最高人民法院、最高人民検察院、公安部、国家安全部、司法
部は『裁判を中心とする刑事訴訟法制度改革を推進することに関する意見』を
公布したが、それは、「刑事事件に対する速裁手続及び罪を認めて処罰される
ことを承知する寛大な措置制度を完備する」と定めるものであった。しかし、
それらの一連の措置は、ただ手続法の枠内に限ってパイロット的に行うために
は、当該措置をめぐる手続選択との疑問を引き起こすことは免れないと言わざ
るをえないであろう 26）。言い換えれば、いわゆる寛大な措置は、手続法の枠内
に限られることなく、それにかかる実体法という枠内においても検討させてい
くに値することは、火を見るよりも明らかであろう。
25）　何家弘「中国式沈黙権制度之我見 --以“美国式”為参照」政法論壇（2013年）1
月第 31巻第 1期 107頁を参照。
26）　郭華「新制度：認罪認罰従寛制度的定位」探索与争鳴（2016 年）第 12 期 70 頁
を参照。
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　問題とすべきもののもう一つは、被疑者の黙秘権である。筆者には、寛大な
措置は、一見すれば、国外の司法取引制度を手本とし、自白強要禁止という原
則を徹底させていくという要請に応えるもののように認められる 27）が、実務に
おいては、実体的公正にせよ手続的公正にせよ、自白の信用性への疑いが生じ
うるため、法の公正さという要請を期すべきものではないように思われる。ま
た、例えば、累犯もしくは重大な犯罪を起こし、かつ死刑に処すべきである場
合、自白があっても減軽することはありえず 28）、かつ、それによって国民感情
や社会通念へ著しい侵害の恐れがあると言わざるをえないであろう。
　さらに、類似する方策である『最高人民法院は全面的に人民法院の改革を深
化することに関する意見』第 13 条は、「被告人が罪を認めて処罰されること
を承知する事件に対し、裁判手続を簡略化することができるが、被告人の最終
陳述を聴取すべきである」とし、「刑事速裁手続を適用する場合、裁判調査、
法廷弁論を行わなくても構わない」とし、「簡易手続を適用する場合、法廷弁
論等の手続の制限を受けない」と定めていたが、これらの短縮した手続は、予
期されるような訴訟経済の目標を実現することはなく、普遍的に適用すること
もありえないであろう 29）。主たる原因としては、当該措置についての適用は、
事前審査が必要とされて、それにかかわる証拠開示制度、弁護士介入及び弁護
制度、量刑減刑規則など一連の制度がそもそも体系的に法的な根拠から求める
べきであるとし、今まで明文で定めていないからである 30）。
３　弁護士の権限への制限
　97年刑法 306条（現行刑法 306条）によると、「刑事訴訟において、弁護人、
27）　郭・前掲（26）論文 72 頁。
28）　李立豊「“認罪認罰従寛”之応然向度：制度創新還是制度重述」探索与争鳴（2016
年）12期 79頁を参照。
29）　李・前掲（28）論文 78 頁を参照。
30）　李・前衛（28）論文 78頁を参照。
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訴訟代理人が証拠を隠滅しかつ偽造し、当事者の証拠隠滅、証拠偽造を幇助し、
事実を背いて証言を変えて若しくは偽証させるため証人を脅しかつ誘惑をする
場合、3年以下有期懲役若しくは拘束を処し、情況が厳重である場合、3年以
上 7年以下の有期懲役を処するとし、弁護人、訴訟代理人が提供し、提示し、
引用した証人証言若しくは他の証拠が事実と合わないが、意図的に偽造したわ
けではない場合、証拠偽造にならない」旨を規定している。
　刑事訴訟法においても、弁護人が業務を執り行う時に、様々な差し障りがあ
った。立法面では、弁護人の権限が厳格に制限されたことによって、弁護人自
らが、証人、被害者若しくは被害者の親族などから証拠収集することが困難で
あった。司法面では、弁護人の接見交通権が司法機関によって実質的に剥奪さ
れ、公判前整理手続段階において、各種の理由をもって被告人と弁護士との接
見交通権を断るのは司法慣行になっていた。96 年刑訴法 150 条によれば、人
民法院は、公訴提起が提起された事件を審査する際には、起訴状、証拠の目録、
証人名簿及び主な証拠の複写文書または写真などしか提供しないこととされて
いる。また、検察側が提供した証拠は、主に有罪証拠と重罪証拠であったが、
無罪証拠と減刑証拠、とりわけ刑事弁護士として強い関心を持つ証人証言など
の証拠は、ほとんど提供しないという事象が、しばしば見られた。
　現行刑訴法は、弁護士の会見権・閲覧権の確保を確実に履行するために、接
見交通権及び接見秘密性などという枠組を明文化しており、そこに正当化根拠
を求めることができるが、実は、ある種の事件においては、被疑者と弁護士と
接見するのは困難である。もっとも、現行法 37条 3項にいう①国家の安全に
危害を及す犯罪、②テロ犯罪、または③特に重大な賄賂犯罪にかかる事件に関
して、接見交通権への制約をするものの、各機関によって具体的な規定は一致
しておらず、しかも、上記の三種事件を目安にして拡大解釈することによって、
実際に法を執行するに際しては不都合なところがあるように見られる 31）。たと
31）　龍宗智「新刑事訴訟法実施：半年初判」清華法学 2013年第 5期 134頁以下の例
も参照。
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えば、『人民検察院刑事訴訟法規則（試行）』第 45条第二項第（一）項によれ
ば、いわゆる特に重大な賄賂犯罪にかかる事件は、「賄賂罪の犯罪金額総数が
五十万元以上、犯罪状況が厳重な場合」と解すべきものとされているが、ある
検察機関は、犯罪状況を問わず、犯罪金額総数五十万元以上のみで根拠づけて
おり、決められていたのは、むしろ被疑者の接見交通権に対する許可制の範囲
を拡大するものと言わざるをえないであろう。
　すでに見たとおり、今後の課題の解決にあたっては、現時点においてもなお、
弁護人の権限問題から着手すべきであろう。立法政策上の考慮によっても、上
記の三種類事件をめぐる具体的な細則を検討すべきだけでなく、各機関の間に
法解釈上での同一性が求められているように思われる。また、弁護人に対し一
定の範囲までは独自の証拠収集権を与えることが、理論的に許容される余地が
あることから、弁護人の役割を十分に発揮させようとする制度が設けられるよ
うに思われる。
　最後に、もっとも、弁護人にとって、刑法 306 条にいう弁護人、訴訟代理
人証拠隠滅、偽造証拠、妨害証明罪は、まさに首かせと鎖のように存在してい
る。そのため、弁護人が業務を執り行う際にして、刑事処罰等に値する程度の
リスクを負う恐れがある以上、それに伴う被疑者に対する弁護権の行使へある
程度の妨げることによって、免れるべきものとして刑法 306 条を削除すれば
よいという声も広く聞こえる 32）。
　さらに、刑訴法 46条においては、弁護人である弁護士は、その業務上知り
得た依頼人に関する事情及び情報について、秘密を守る権利を有する。ただし、
弁護人である弁護士が。その業務上、依頼人又はその他の者が国家の安全に及
32）　全国弁護士協会の調査によると、1997 年～ 2007 年までの 10 年間に、刑法 306
条によって訴追された弁護士は 140人以上に達した。当該調査には、まだ遺漏なと
ころがあったが、実際にそれによって訴追された弁護士の数はより多いそうと予想
された。そして、刑事法 306 条による有罪判決を下した事件は 32 件とされた。こ
の点について、全国弁護士協会刑事法専業会主任田文昌、北京師範大学法学院院長
趙秉志をはじめ、刑事法 306条の存在が「実質的に被告人の弁護権を制限し剥奪す
る」と指摘した。『法治週末』2011年 7月 5日。
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ぼす犯罪、公共の安全に危害を及ぼす犯罪又は個人の身体の安全に著しい危害
を及ぼす犯罪の実行を準備し、又は現に実行していることを知ったときは、速
やかにその旨を司法機関に告知しなければならないと規定している。たしかに、
この規定は、犯罪の未然防止、再犯防止への要求として、犯罪機会を減少させ
るため、被害者・証人出頭証言の確保に一定の役割を上げているが、それによ
って弁護人である職業倫理の一つをなすべき守秘義務、また被疑者・被告人の
弁護権への著しい侵害が生じさせることは容易に予想されうるというべきであ
り、より慎重な再評価をしなければならないと考える。
４　法律支援制度
　現行憲法 125条、現行刑訴法 11条は、被告人の弁護権を明文化した上、同
刑訴法 11条後段において裁判所は当該の権利を保障する義務を負うことにな
る。96 年刑訴法と比べると、中国における法律援助制度は大きな進歩を遂げ
たが、実際には、現代を相対的にみるとは、なお楽観視することを許さないと
言わざるをえない。
　統計によれば、2011 年末までに、全国法律援助機構に法律援助業務を従業
する役人は全体で 14150 人であり、各法律援助機構に平均 3.85 人に達してお
り、1999 年より 2.61 倍に増加した。そのうち、法的専門を背景に持つ者は
10,888人で、総数の 76.9%を占め、1999年より 2.89倍に増加してきた。また、
全国法律援助機構は、各種の事件の取り扱いとなった件数が、総じて 844,624
件で、各法律援助機構あたり、年平均 230件を取り扱っていた。それと同時に、
法律援助諮問を受ける件数が 5,334,383回で、各法律援助機構に年平均 1452.7
回で、一役人に年平均 377回となり、法律諮問総件数は 1999年より 5.78倍に
増加してきた。そして、各級政府が法律援助機構に対する財政支出は合計
126,186.57 万元で、法律援助経費総額の 98.8％を占め、1999 年より 67.5 倍に
なった。ただし、法律援助機構が取り扱った事件のうち、刑事事件の件数が
113,717 件で、2003 年より 40.38％に増えていたが、法律援助事件の総件数に
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置かれると、その比重は年ごとに逓減していく外観を呈し、それは 2003年の
40.7から 2011年までの 13.5%に逓減していたが、幅は 27.8%にまで減少する
に至っていた 33）。
　その原因は、主として司法資源の分配の不均衡によって生じていると考えら
れる。ある辺鄙な地域においては、法的人材が欠乏しているという事態に、長
期にわたり直面している。2010 年までに、中国における約 3000 の県のうち、
弁護士が皆無な県として 210県が残されていた 34）。そして、近年来、中国法律
援助経費の総支出が速度を上げて増加していくというものの、社会の総需要と
比較してみれば、まだ大きなへだたりがあるように思われる。それにもかかわ
らず、法律援助経費のうち、事件を取り扱うべきとする支出の比例がより低い
ため、各事件に対する補助額が一層低くなってきたことが予想される。一例と
して、青海省海北州を例に挙げると、2007年から 2011年まで、刑事法律援助
事件による補助額が一件ごとに、それぞれ 300元、200元、500元、500元で、
民事法律援助事件による補助額が一件ごとに、それぞれ 300 元、300 元、600
元、600元であった。また、青海省海北州法律援助機構の役人に対するアンケ
ート調査を行ったところ、その結果として、補助額が少ないと思う者が 38％
を占めていたことに鑑みれば、経済面は、現行法律援助制度にとってもっとも
重大な問題の一つであると認められるべきであろう 35）。
　注目すべきなのは、弁護人の弁護権の本質・機能は、刑事手続における弁護
人の法的地位との関連で論じられる 36）のみではなく、弁護権の古代からの歴史
の中に求められるように思われることである。古代中国においては、当時社会
33）　顧永忠・陳効「中国刑事法律援助制度発展研究報告」（上）中国司法論壇 2013
年第 1期 25～ 29頁を参照。
34）　張爍「律師 30 年増長近 850 倍仍有 210 個県無従業人員」人民日報 2010 年 8 月
30日を参照。
35）　顧・前掲（33）論文 31 頁。
36）　吉村弘「刑事〈弁護権〉の本質と機能—ドイツ理論状況の一断章」『刑事実体法
と裁判手続：法学博士井上正治先生追悼論集』（2003 年・九州大学出版会）246 ～
247頁を参照。
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生産力の低下の影響を受けて、世間一般の多数は、教育を受ける機会が少なか
ったため、非識字者が多かったように見受けられる。訴訟活動においては、
往々に「訟師」（古代の弁護士）に委ねるほかなくなった。しかし、初期の
「訟師」は主として科挙試験に落第した秀才が従事しため、科挙社会を標榜し
た社会においては、官僚と世間一般からの評判は、相対的に低かったと言え、
このような根強い偏見は、現代の法治社会に至るまで、依然として変わっては
いないように思われる。
　79 年刑事訴訟法は、刑事政策の執行と階級闘争の手段にすぎなかったが、
そのような体制の下で、弁護士は依頼人の利益を維持するばかりでなく、国家
と社会の利益を維持しなければならないと要求した。それから 1980年に公布
された『弁護士暫行条例』は、79 年刑訴法の趣旨を踏まえ、弁護士を、国家
公務員と同一視した。ところが 1997年から施行された弁護士法は、弁護士は、
もはや国家公務員ではなく、国家利益より、むしろ依頼人の利益の擁護という
側面が強調されるようになったと考えてよい。
　だが、このような転換は理論的に是認しうるものの、一連のマイナスの影響
をもたらした 37）。すなわち、真実主義を徹底させて司法効率を追求しようとす
る捜査側、検察側及び裁判側の立場に立てば、弁護人は、被疑者・被告人の利
益を擁護する代弁者ではなく、先入観にとらわれて弁護士が、あらかじめ被告
人と口裏合わせることを通じて、被疑者・被告人の自供を翻したり、不法な財
貨を受け取ったりするもののように捜査等の側で誤解され、弁護人の関与は真
実発見を阻害する、という見方がなされる恐れが生じうる。それゆえ、刑事弁
護人を訴追側と対等な「法の担い手」と見る視点は定着していないと見受けら
れることになる 38）。
　それゆえ、弁護人の弁護権の本質・機能、また私選・国選弁護人の法的地位
はどのように刑事訴訟において位置づけられるのか、という疑問が生じ、また
37）　冀・前掲（8）論文 7～ 8頁を参照。
38）　田口・前掲（11）論文 20頁。
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検討の余地がありうるというべきであろう。
５　司法人員の素質と弁護士の専門性
　建国以降、中国では、当時の社会の複雑な情勢を踏まえながら、司法機関は
行政機関の一部として位置づけられた。1951 年『人民法院暫行組織条例』10
条後段：「各級人民法院（最高人民法院を含む）は同級人民政府の構成部分と
なり、同級人民政府の領導と監督を受ける」と定めた。1954 年憲法が公布さ
れた後、人民法院は同級人民政府から分離したが、人民法院の独立性は明確に
是認されていなかった。
　改革解放期以降、人民法院の独立を保障することは改革の目標とされたが、
各級人民法院の設置は、依然として固有のモデルを維持しながら、地方各級人
民法院の人事の手配や財政経費は各級地方党政機関の制限を受けている。この
ようなやり方では、司法領域において地方保護主義の悪性の蔓延を引き起こし、
行政が司法を干渉することに大いに便宜がはかられるように考えられる。
　人民検察院は同級法院と対等するように設置され、審検分署制を実施する。
人民検察院は国家権力機関から直接管轄を受け、人民政府、人民法院と並んで、
それらの間に従属関係がない。問題となるのは、中国の検察機関の設置方式が、
旧ソビエト連邦検察権理論の影響を受けて、訴訟活動においては強い職権主義
のやり方を採った点にある。現行憲法 129 条、同法 132 条に基づくと、検察
機関は公訴の職能を有するだけでなく、監督の役割をも分担する。すなわち、
人民検察院は公訴機関として、人民法院の裁判活動に対する法的監督を実施す
る権限を有する。それによって、検察側は複数の性格を有し、その権限は大き
すぎて、実質的に人民法院に対して上位の関係にあるとすら見なされ、むしろ、
控訴側、弁護側、裁判側三方面の訴訟法律関係のバランスを崩すと言わざるを
えない。実務においては、裁判官は、刑事に関する限り、本質的には検察側の
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役割を演じているように認められる 39）。
　2000 年を相前後して、中国の裁判官、検察官は、三種類の人員から構成さ
れることとなった。ひとまず、①軍人が退役して民間の職業に就き、その中に
大量の退職軍人が人民法院、人民検察院に就職することにした。それに続くの
は、②大学、専門学校から卒業した大学生、とりわけ法律学分野の学生であっ
た。このグループの人員は、新卒後、地方人民法院、人民検察院において、仕
事の手配をすることとなる。最後は、③そのうちの少数であるが、社会一般に
向けて公開試験の形で募集された人員である。したがって、裁判官、検察官の
人員構成、司法人員の素質また専門性への疑いが生じるのは当然のことと予想
できるように思われる。それによれば、司法人員の水準は、弁護士と比べるべ
くもない。
　弁護士の専門性は、まったく高いというわけではない、と評価しうる。この
点については、たぐるべき糸口はあるように思われる。国家司法試験は、
2001 年から実施されているが、その前身は弁護士資格試験であった。試験に
合格したものは、一年の実習期を経て、正式な弁護士となる。統計によれば、
2003 年から 2016 年まで、毎年の通過率は 10 パーセントほどだったが、その
うち、2007年から 2009年までの間、社会経済の発展に伴い弁護士に対する需
要が高まるのに応じて、20%に以上になって、2008年には、25%に達した 40）。
また、アメリカ、日本等のロースクール制度と異なり、受験者は試験に合格し
ても、実務経験に乏しいであろう。とりわけ刑事弁護士の就職環境を前提にす
ると、刑事弁護業務を従事する者は、その大多数が、未経験者である。
　近年来、中国の司法人員と弁護士の収入の格差が大きくなり、司法人員を辞
職して弁護士に従事する現象がしばしば見られる。これに対し、弁護士をやめ
て、裁判官、検察官に登用される者はほとんどないであろう。それゆえ、司法
人員の待遇や収入に対して改善する必要性も、注目しなければならないと考え
39）　松尾浩也「中国の刑事訴訟法について」ジュリスト No.1109（1997 年）43 頁。
40）　中国法律年鑑 2003～ 2016年を通じて、概算した。
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られる。
むすびに代えて
　本稿は、筆者が執筆中の博士論文の主要な一部分を抜粋し、より詳細な検討
を加えたものである。
　中国法がより一層不変であることや、その全般の遅延性を改善するのは、
「一日の功にあらず」であるように思われる。筆者の見解によれば、目下、中
国の刑事弁護権について、形式的な刑事弁護権を保障することは無論、実質的
な刑事弁護権を保障することが必要とされる。中国では、刑事証人出頭率が、
長年にわたり 10% 未満という状況を踏まえると、裁判の際にして、刑事証人
の出頭が確保できないし、検察側が提供された検面調書による証人証言は、再
検証できないため、そのような形で提供される証拠の信用性が低くなり、刑事
弁護士の役割を大いに弱めたというより、むしろ被告人への実質的な刑事弁護
権を剥奪するものと言わざるをえない。
　現行法は、証人の出頭を確保するため、出頭方式の拡充、特にビデオリンク
方式という形で証人出頭証言することができるとする制度を新設した。しかし、
実務におけるビデオリンク方式の取り扱いについては、遮蔽措置を併用してい
るため、弁護士は証人の容貌や振る舞いを観察することができない。したがっ
て、このような措置は、自由心証主義に反するものとして考えられ、被告人に
対して著しく弁護権への侵害が生じうるようにも考えられる。
　しかし、実際のところ、証拠制度に重大につながるものの一つとして、証明
基準、証明方法がこれまで定められていない。さらに、実務においては、司法
側は、専門性が不足しているが、また真実への徹底、司法効率化という要請に
応ずるのであれば、裁判官、検察官は、弁護士の弁護意見を聞かないこととな
り、弁護士の役割が、実質的に弱められることが予想される、というべきであ
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る 41）。
　網羅的な検討を加えたが、いろいろと不十分なところがなお多い。今後、さ
らなる検討を重ねることを約して、一旦筆を擱く。
41）　2017年 6月 30日に早稲田大学で開催された「中国司法改革の一断面—寛大な措
置を中心に」と題する講演会において、筆者は、証人出頭確保について、講演者で
ある吉林大学法学院の李立豊教授に見解を伺ったが、李教授は、自身の弁護士経験
に基づき、そういった状況があることを指摘した。
